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各地の便り

付を受けた従業員又は遺族に
対し『特別援護金』が支給され
る。しかし、2006年3月14日以降、
各保険会社は石綿による疾病
は、因果関係の立証難しいこと
や、石綿リスクの適正な料率算
出が不可能との理由から、契約
の対象外とした。

全駐労は、引き続き労使交渉
を重ね、特別援護金制度に代わ
る制度の確立を目指し、裁判に
おいてはアスベスト・じん肺被災
者救済基金傘下の諸団体ととも
に裁判勝利するまで全力
で支援していく。

（全駐労横須賀支部）

日米地位協定で損賠請求
沖縄●基地労働者遺族が沖縄防衛施設局に

6月21日、石綿肺で亡くなった
沖縄の元基地労働者の遺族
が、那覇防衛施設局に対し、日
米地位協定に基づく損害賠償
請求（遺失利益や慰謝料など総
計4,000万円）を行った。アスベス
ト肺がんで亡くなった安谷屋昇
氏の遺族に続き、沖縄では2人目
の請求である。

故Hさんは、キャンプ端慶覧な
どでボイラーや空調設備の修
理・点検作業に従事し、2004年
に蜂巣状肺と言われる重度の
石綿肺で死亡、2006年8月に労
災認定された。請求には、遺族

（妻）のSさんと2人の娘さん、代
理人の古川武志弁護士の他、
全駐労沖縄地区本部、沖縄労
働安全衛生センター、神奈川労
災職業病センター、離職者対策
センターが同席した。那覇防衛
施設局側は立津長一業務課長
らが対応した。

この請求において問題になる
と思われる点は、沖縄の本土復

帰（1972年）後の故Hさん職歴
に、石綿曝露作業があったかど
うかという点だ。損害賠償の請
求権が生じるのは、日米地位協
定が沖縄に適用される復帰後で
ある。故Hさんは、1972年からキャ

ンプ端慶覧と陸軍リーファーで、
空調設備や家庭用冷蔵庫の修
理等に従事していた。このうち
空調設備の修理や点検作業に
従事した1972年～77年は、同僚
の証言でも冷蔵庫やクーラーに
アスベストが使われていたことが
わかっているので、少なくとも5年
間は石綿曝露作業に従事して
いる。この修理・点検作業は、米
軍基地基地の中でもアスベスト
対策が遅れていた職種であり、
横須賀基地では同職種の現役
従業員に中皮腫という深刻な被
害が出ている。沖縄の基地でも
同様の被害が出ることが予想さ
れる。 

日米地位協定による損害賠償
請求は、横須賀では裁判に拠ら
ない補償制度として定着してい
るが、沖縄でも早期に認め
られることを望みたい。

旧国鉄大船工場で5人目
神奈川●中皮腫で業務災害認定

旧国鉄大船工場で電車等の
改造作業に従事し、石綿に曝露
したことが原因で胸膜中皮腫を
発症し死亡した故伊藤岩二さん
に、7月30日付けで独立法人鉄
道建設・運輸施設整備支援機
構国鉄清算事業本部から業務
災害認定の通知が届いた。同
工場では故加藤進さん（2005年
4月号66頁参照）をはじめ、中皮
腫で5人目の認定。

神奈川労災職業病センターに
相談があったのは、2年前のクボ
タ・ショック直後のホットラインで、
伊藤さんの兄の与一さん（秋田
県在住）からだった。しかし、伊
藤さんが亡くなった1996年4月当
時はアスベスト救済法施行前で
あり、死亡後5年の時効が過ぎて
いたので業務災害の申請ができ
なかった。その後、国鉄清算事
業本部が、アスベスト救済法に準
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退職労働者の団体交渉権
兵庫●住友ゴム事件で県労委申立を却下

兵庫県労働委員会（以下、
県労委）は7月5日の公益委員会
議で、ひょうごユニオン（以下、労
組）が住友ゴム工業㈱（以下、会
社）を相手に申請した団体交渉
拒否の不当労働行為救済申し
立てについて、これを却下した。

労組が会社に対して、①会社
での石綿の使用状況を明らかに
すること。②退職者に対する健
康診断を実施すること。③定年
後の労災認定者に対する企業
補償制度を創設することを求め
て団体交渉を申し入れたところ、

会社がこれを拒否したため救済
を申し立てたものである。

争点は、組合員が労働組合
法第7条2号にいうところの「使
用者が雇用する労働者」である
かどうかであった。組合員は3人
で、それぞれ平成2年と12年に
会社を定年退職した元従業員2
人と、平成12年に中皮腫で死亡
した元従業員の妻である。

判断はあっさりしたもので、①
「労働組合法第7条2号にいう
『使用する労働者』とは、原則と
して当該使用者と現に雇用関
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じて旧国鉄職員の石綿健康被
害に係る時効救済措置をとった
ため、申請を行った。時効の問
題や、民営化後の出向先職場の
確認に手間取っていたが、ようや
く伊藤さんの長女（神奈川県在
住）の元に認定通知が届いた。

伊藤さんは、1956年4月に国鉄
の大船工場に入所し、養成所で
訓練を受けた後、電気職場に配
属された。同僚の証言によれば、
業務内容は車両室内の暖房
器、照明器具、車両室内の電気
機器、冷房装置、床下制御器、
抵抗器等の脱着及び手入れの
一般検診の他、各種改造工事に
よる天井、床下、運転室の電気
配線業務に従事し、断熱材とし
て使用されていた石綿の粉じん

に曝露したと考えられる。国鉄
の民営化後は、1996年までJR東
日本大船工場から出向し働いて
いた。

1995年秋頃から咳が激しくな
り、近くの診療所に受診し、海老
名総合病院での通院治療を経
て、翌年1996年にJR総合病院
に入院。そして、左側の腫瘍が
表に出てくるようになり、ついに同
年4月16日に亡くなられた。

JR総合病院では中皮腫と診
断されていたにもかかわらず、仕
事との因果関係はわからないと
言われ、業務災害申請をしないま
まになっていた。与一さんは、「ア
スベストが原因なのに隠してい
たんじゃないか」と語る。

（神奈川労災職業病センター）

係にある労働者をいい、････特
別な事情が存する場合を除きか
つて使用者に雇用されていたに
すぎない者は、これに含まれない
ものと解するのが相当である」。
②「労働組合法に定める団体交
渉とは、労働組合と使用者とが、
労働条件や労使関係上のルー
ルについて、労働協約を締結す
ることなどにより、労働条件の維
持改善を図り、もって正常な労使
関係を確立するための交渉をい
うものと解される。････（労組の
求める）団体交渉の議題は退職
者およびその遺族にしかるべき
対応を求めるものであって、会社
における円滑な労使関係を将来
に向けて確立するためのもので
なく、会社の団体交渉応諾義務
を認めることによって正常な労使
関係の回復につながるというもの
でもない」。③「会社の安全配慮
義務違反などを理由として何ら
かの請求を行いうるとしても、そ
れは労働組合法に定める団体
交渉を持って解決すべき問題で
あるとはいえない」。④「石綿に
よる健康被害は、潜伏期間が長
く、発症が退職後になることが多
いなどといった特殊性があるとは
いえ、このことのみを根拠として
団体交渉を要求する権利がある
との組合の主張を採用すること
はできない」であった。

この結果は申請した時からあ
る程度予想されたものであった。

不当労働行為を申請した時
の県労委の態度は、「これはどう
しても労働事件でなければなら
ないのですか？」であった。「本筋


